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公布された規則のあらまし

◇ 鳥取県行政組織規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

障害者自立支援法及び障害者基本法の一部改正に伴い、所要の改正を行う。

２ 規則の概要

(１) 鳥取県障害者施策推進協議会が担任する事務に、障害者に関する施策の実施状況の監視を加える。

(２) 鳥取県障害者施策推進協議会が担任する事務について定めた規定中、引用する障害者自立支援法及び障

害者基本法の条項を改める。

(３) その他所要の規定の整備を行う。

(４) 施行期日等

ア 施行期日は、平成24年４月１日とする(２)の一部及び公布日とするイを除き、障害者基本法の一部を改

正する法律附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日とする。

イ 所要の経過措置を講ずる。

◇鳥取県看護職員修学資金等貸付規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

県内における看護職員の確保を図るため、看護職員奨学金の貸付けの対象者を拡充する等所要の改正を行

う。

２ 規則の概要

(１) 看護職員奨学金の貸付けの対象者に看護職員確保のための特別の入学枠により鳥取大学に入学した者を

加える。

(２) その他所要の規定の整備を行う。

(３) 施行期日は、平成24年４月１日とする(２)の一部を除き、公布日とする。
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規 則

鳥取県行政組織規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年10月14日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第57号

鳥取県行政組織規則の一部を改正する規則

鳥取県行政組織規則（昭和39年鳥取県規則第13号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削る。

改 正 後 改 正 前

（附属機関の名称、担任する事務及び庶務担当機関） （附属機関の名称、担任する事務及び庶務担当機関）

第18条 法第138条の４第３項の規定に基づく、附属 第18条 法第138条の４第３項の規定に基づく、附属

機関として置かれたものは、次の表の左欄に掲げる 機関として置かれたものは、次の表の左欄に掲げる

とおりであり、担任する事務は、それぞれ同表の中 とおりであり、担任する事務は、それぞれ同表の中

欄に掲げるとおりであり、その庶務は、それぞれ同 欄に掲げるとおりであり、その庶務は、それぞれ同

表の右欄に掲げる機関においてつかさどる。 表の右欄に掲げる機関においてつかさどる。

庶務担当 庶務担当
附属機関 担任する事務 附属機関 担任する事務

機関 機関

略 略

鳥取県障 障害者基本法（昭和45年法律 障がい福 鳥取県障 障害者基本法（昭和45年法律 障がい福

害者施策 第84号）第36条第１項の規定 祉課 害者施策 第84号）第26条第２項の規定 祉課

推進協議 による障害者計画の策定又は 推進協議 による障害者計画に関する事

会 変更に関する知事の諮問に対 会 項の知事の諮問に対する答申

する答申、障害者に関する施 並びに障害者に関する施策の

策の総合的かつ計画的な推進 総合的かつ計画的な推進につ

について必要な事項の調査審 いて必要な事項及び障害者に

議及びその施策の実施状況の 関する施策の推進について必

監視並びにその施策の推進に 要な関係行政機関相互の連絡

ついて必要な関係行政機関相 調整を要する事項の調査審議

互の連絡調整を要する事項の 並びに精神保健及び精神障害

調査審議、精神保健及び精神 者福祉に関する法律（昭和25

障害者福祉に関する法律（昭 年法律第123号）第９条の規

和25年法律第123号）第９条 定による精神保健及び精神障

の規定による精神保健及び精 害者の福祉に関する事項の調

神障害者の福祉に関する事項 査審議並びに知事の諮問に対

の調査審議並びに知事の諮問 する答申並びに精神保健及び

に対する答申並びに知事に対 精神障害者の福祉に関する事
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する意見の具申並びに障害者 項に関しての知事に対する意

自立支援法（平成17年法律第 見の具申並びに障害者自立支

123号）第89条第６項の規定 援法（平成17年法律第123

による障害福祉計画の策定又 号）第89条第５項の規定によ

は変更に関する知事の諮問に る障害福祉計画の策定又は変

対する答申に関する事務 更に関する知事の諮問に対す

る答申に関する事務

略 略

略 略

附 則

（施行期日）

１ この規則は、障害者基本法の一部を改正する法律（平成23年法律第90号）附則第１条第１号に掲げる規定の

施行の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。

(１) 「第89条第５項」を「第89条第６項」に改める改正規定 平成24年４月１日

(２) 次項の規定 公布の日

（経過措置）

２ この規則の公布の日から施行の日までの間における改正前の鳥取県行政組織規則の規定の適用については、

同規則第18条の表鳥取県障害者施策推進協議会の項中「第26条第２項」とあるのは、「第34条第２項」とす

る。
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鳥取県看護職員修学資金等貸付規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年10月14日

鳥取県知事 平 井 伸 治

鳥取県規則第58号

鳥取県看護職員修学資金等貸付規則の一部を改正する規則

鳥取県看護職員修学資金等貸付規則（昭和37年鳥取県規則第69号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線

が引かれた部分（以下「改正後部分」という。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、

改正部分に対応する改正後部分が存在しない場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が

存在しない場合には、当該改正後部分を加える。

改 正 後 改 正 前

（定義） （定義）

第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の 第２条 この規則において、次の各号に掲げる用語の

意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。

(１)～(４) 略 (１)～(４) 略

(５) 奨学金 国立大学法人鳥取大学（以下「鳥取 (５) 奨学金 国立大学法人鳥取大学（以下「鳥取

大学」という。）において看護学を専攻する者 大学」という。）において看護学を専攻する者

（地域枠推薦入学又は看護職員確保のために設け （地域枠推薦入学により入学した者に限る。）に

られた特別の入学枠により入学した者に限る。） 対して貸し付ける資金をいう。

に対して貸し付ける資金をいう。

(６) 看護師等免許 法第３条又は第５条に規定す (６) 看護師免許 法第５条に規定する厚生労働大

る厚生労働大臣の免許をいう。 臣の免許をいう。

(７) 略 (７) 略

（修学資金等借受者の資格） （修学資金等借受者の資格）

第３条 この規則に定めるところにより、修学資金の 第３条 この規則に定めるところにより、修学資金の

貸付けを受けることができる者は、次に掲げる要件 貸付けを受けることができる者は、次に掲げる要件

の全てを備えた者とする。 のすべてを備えた者とする。

(１) 看護職員養成施設に在学している者（次項に (１) 看護職員養成施設に在学している者（次項に

該当する者を除く。）又は看護職員の免許を取得 該当する者を除く。）又は看護師の免許を取得

後、大学院の修士課程に在学している者であるこ 後、大学院の修士課程に在学している者であるこ

と。 と。

(２)及び(３) 略 (２)及び(３) 略

２ この規則に定めるところにより、奨学金の貸付け ２ この規則に定めるところにより、奨学金の貸付け

を受けることができる者は、鳥取大学の看護学を履 を受けることができる者は、鳥取大学の看護学を履

修する課程（第13条第２項第１号において「看護学 修する課程（第13条第２項第１号において「看護学

履修課程」という。）に地域枠推薦入学又は看護職 履修課程」という。）に地域枠推薦入学により入学

員確保のために設けられた特別の入学枠により入学 し、同課程に在学している者とする。

し、同課程に在学している者とする。
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（貸付金の返還） （貸付金の返還）

第11条 略 第11条 略

２ 略 ２ 略

３ 奨学生は、次の表の左欄に掲げる事由に該当する ３ 奨学生は、次の表の左欄に掲げる事由に該当する

ときは、それぞれ同表の右欄に定める方法により貸 ときは、それぞれ同表の右欄に定める方法により貸

付金を返還しなければならない。 付金を返還しなければならない。

事由 方法 事由 方法

(１) 略 左欄各号に掲げる事由 (１) 略 左欄各号に掲げる事由

(２) 鳥取大学を卒業し に該当することとなっ (２) 鳥取大学を卒業し に該当することとなっ

た日から２年（災害、 た日から１月以内に一 た日から２年（災害、 た日から１月以内に一

疾病その他やむを得な 括返還（同欄第３号に 疾病その他やむを得な 括返還（同欄第３号に

い理由により知事が必 掲げる事由に該当する い理由により知事が必 掲げる事由に該当する

要と認めたときは、知 場合において、貸付金 要と認めたときは、知 場合において、貸付金

事がその都度定める期 の返還に係る債務の一 事がその都度定める期 の返還に係る債務の一

間。次号及び第13条第 部が免除されたとき 間。次号において同 部が免除されたとき

２項第３号において同 は、当該免除された日 じ。）以内に看護師免 は、当該免除された日

じ。）以内に看護師等 の翌月から奨学金の貸 許を取得しなかったと の翌月から奨学金の貸

免許を取得しなかった 付期間に相当する期間 き。 付期間に相当する期間

とき。 内に月賦均等払） 内に月賦均等払）

(３) 鳥取大学を卒業し (３) 鳥取大学を卒業し

た日から２年以内に看 た日から２年以内に看

護師等免許を取得した 護師免許を取得したと

とき。 き。

（返還の債務の履行猶予） （返還の債務の履行猶予）

第13条 知事は、修学生であった者（修学資金の貸付 第13条 知事は、修学生であった者（修学資金の貸付

けを終了した者をいう。以下同じ。）が次の各号の けを終了した者をいう。以下同じ。）が次の各号の

いずれかに該当するときは、貸付金の返還に係る債 いずれかに該当するときは、貸付金の返還に係る債

務の履行を猶予することができる。 務の履行を猶予することができる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 看護職員養成施設に係る修学生であった者 (３) 看護職員養成施設に係る修学生であった者

が、県内の次に掲げる施設において看護職員の業 が、県内の次に掲げる施設において看護職員の業

務（エに掲げる施設にあっては、保健師の業務に 務（エに掲げる施設にあっては、保健師の業務に

限る。）に従事しているとき。 限る。）に従事しているとき。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第42条 ウ 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第43条

第２号に掲げる医療型障害児入所施設（以下 の４に規定する重症心身障害児施設（エに掲げ

「医療型障害児入所施設」という。） るものを除く。以下「重症心身障害児施設」と

いう。）

エ 略 エ 略

オ 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条 オ 介護保険法（平成９年法律第123号）第８条

第27項に規定する介護老人保健施設（以下「介 第25項に規定する介護老人保健施設（以下「介

護老人保健施設」という。） 護老人保健施設」という。）

カ 略 カ 略

(４) 大学院の修士課程に係る修学生であった者 (４) 大学院の修士課程に係る修学生であった者
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が、県内の次に掲げる施設において看護職員の業 が、県内の次に掲げる施設において看護職員の業

務（エに掲げる施設にあっては、保健師の業務に 務（エに掲げる施設にあっては、保健師の業務に

限る。）に従事しているとき。 限る。）に従事しているとき。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 医療型障害児入所施設 ウ 重症心身障害児施設

エ～カ 略 エ～カ 略

(５)～(８) 略 (５)～(８) 略

２ 知事は、奨学生であった者（奨学金の貸付けを終 ２ 知事は、奨学生であった者（奨学金の貸付けを終

了した者をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれ 了した者をいう。以下同じ。）が次の各号のいずれ

かに該当するときは、貸付金の返還に係る債務の履 かに該当するときは、貸付金の返還に係る債務の履

行を猶予することができる。 行を猶予することができる。

(１)及び(２) 略 (１)及び(２) 略

(３) 鳥取大学を卒業した日から２年以内に看護師 (３) 鳥取大学を卒業した日から２年以内に看護師

等免許を取得し、かつ、当該免許取得後直ちに、 免許を取得し、かつ、当該免許取得後直ちに、県

県内の次に掲げる施設において常勤の看護職員 内の次に掲げる施設において常勤の看護職員（病

（病院又は診療所において定める助産師又は看護 院又は診療所において定める看護職員（看護師又

師の勤務時間の全てを勤務し、かつ、１週間当た は助産師に限る。以下この項において同じ。）の

り32時間以上勤務する助産師又は看護師をいう。 勤務時間のすべてを勤務し、かつ、１週間当たり

第16条第１項において同じ。）又は常勤の看護教 32時間以上勤務する看護職員をいう。第16条第１

員（看護職員養成施設に常勤職員として採用され 項において同じ。）又は常勤の看護教員（看護職

た者で、看護学分野の科目を担当し、専ら学生又 員養成施設に常勤職員として採用された者で、看

は生徒の指導又は教育に従事するものをいう。第 護学分野の科目を担当し、専ら学生又は生徒の指

16条第１項において同じ。）の業務に従事してい 導又は教育に従事するものをいう。第16条第１項

るとき。 において同じ。）の業務に従事しているとき。

ア及びイ 略 ア及びイ 略

ウ 医療型障害児入所施設 ウ 重症心身障害児施設

エ 略 エ 略

(４)～(６) 略 (４)～(６) 略

附 則

この規則は、公布の日から施行する。ただし、第13条第１項及び第２項第３号ウの改正規定は、平成24年４月

１日から施行する。
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